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鉄筋補強土工法の設計方法について

－特に頭部処理工について－
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１． 鉄筋補強土工法の歴史

鉄筋補強土工法は、斜面の地山補強の１手法として古くから用いられている工法である。

1980 年代よりも前の設計方法は、特に定められたものがあったわけではなく、鉄筋補強土

（当時は「差筋」などと呼び、特に工法名はつけられていなかったようである）が施工さ

れていると、原理はわからないが確実に崩壊抑止効果がある、という理由で採用されてい

た。

1980 年頃から、実験や数値解析により、鉄筋補強土工法の抑止メカニズムに関する研究

が始まった。現場での実積や、これらの実験結果等から、

　実際の斜面を補強するには、目安として 2.0㎡に対し 1本の補強材が必要

ということがわかってきた。これが、ＪＨなどが規定している「経験的設計法」の考え方

につながっていく（以上は『補強土工法』1981、土質工学会から引用）。

具体的なロックボルト付き法枠工の設計手法が紹介されたのは、『フリーフレーム工法』

（1983、フリーフレーム協会）が最初であり、1993 年の改訂版の設計手法は、せん断力と、

引張力で照査する標準的な設計手法として利用されるようになった。この設計手法は、1998

年頃までは一般的に用いられた。

この設計手法で特筆すべき点は、設計引張力がダイレクトに法枠工に作用する、として

いるところにある。これはグラウンドアンカー工と全く同様の設計手法であり、全周定着

で自由長を持たないロックボルト工に対して、法枠工が必須となる設計手法を用いた理由

については明記されていない。推察するに、この書籍は、フリーフレーム協会が、フリー

フレームの普及を目的として販促用に作られたものであり、法枠工が不要となるケースに

ついてまで言及する必要性がなかったから、というのが真相と考えられる。

だだし、この『フリーフレーム工法』の設計手法でも、照査項目は、、曲げ応力度・せん

断応力度・付着応力度の３項目のみであり、押し抜きせん断の照査は行われていない。こ

れは、ロックボルト工が法枠工と一体化していれば十分、との考え方によるものと推定さ

れる。
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　一方、公的機関による鉄筋補強土工法の機能に関する研究も、1990 年頃からさかんに行

われるようになった。公開されている資料としては、建設省土木研究所資料などがある。

建設省土木研究所資料では、第 2868号(1990)、第 2948 号(1991)、第 3406号(1995)など

で、鉄筋補強土工の抑止メカニズムの実験による解明がなされている。

従来の設計手法と異なる点は、

１） 補強土効果を、補強材の引抜力のみで評価するようになった。

２） 引抜力は、そのすべてが土塊を安定化させるために働くわけではなく、低減させて

評価する必要があるとした。

1995 年に刊行された、「鉄筋で補強された斜面の安定に関する調査」（第 3406号）では、

それらの効果を述べつつも、法面工に関しては「鉄筋挿入工の基本的考え方について示し

たが、法面工や施工方法などに関しては十分な検討をおこなっていない。これらに関して

は、他の研究機関で取り組んだ研究成果があり、それらを取り入れた形で日本道路公団が

設計施工資料の改訂作業をおこなっている。それらを参考に合理的な設計・施工を行って

いただきたい」としている。

日本道路公団（ＪＨ）は、平成 6 年（1994）、平成 7 年(1995)と「切土補強土工法設計・

施工要領（案）」を内部的にとりまとめていた。ここでは、上記設計方法に加え、

・ 許容引抜抵抗力は、不動地山の抵抗力と、移動層の抵抗力のうち小さい方を採用する。

となった。さらに、法枠工のような剛な法面工を施工する場合には、移動層の許容引

抜抵抗力に関しては考慮しなくて良い。

となった。この時点では、補強材頭部処理に関しては、

補強材頭部は、法面と補強材とが一体となるように構造的に十分に結合するとともに、

防食に対しても十分に配慮しなければならない。（平成 7 年 JH基準案）

平成 10 年には「切土補強土工法設計・施工要領」として（案）が取れた形でまとめられ

た。ただし、平成 11 年 4 月段階では、一般に販売されておらず、非公開の状態であった。

その際には、補強材頭部処理が

補強材頭部は、地山もしくは法面と補強材とが構造的に一体となるようなものでなけ

ればならない。（平成 10 年 JH基準）

という記載に変わった。そして、解説として「頭部プレート（支圧板）とナットを用い、

補強材と法面工を緩みがないように結合させて施工することを原則とする。」という記載が

なされている。

　

　図 1.1.および図 1.2.には、平成 7 年度ＪＨ基準案の頭部処理工と平成 10年度のものを示

す。
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左が

図 1.1.平成 7 年度基準案、

下が

図 1.2.平成 10年度基準



Ohta Geo-Research Technical Report VOL.12

 5/9

２． 補強材の機能面から見た頭部処理のあり方

　

補強土工に対する法面保護工の効果に関する研究例としては、村松・末岡・龍岡(1995)；

「地山補強土工法における補強機構とのり面保護工の効果」がある。

補強原理は、図 2.1.に示すように法面工の無い場合と、ある場合で２通り考えられる。（た

だし、これは均質な材料で考えた場合の軸力分布である。）

法面工がある場合には、擬

似的に補強材が長くなったの

と同様の効果をもつ、として

いる。

ＪＨの設計手法（および改

訂された道路土工法面工指

針）は、基本的には法面工の

無い場合の補強原理に基づい

ており、法枠工の効果はプラ

スαとして評価される。

したがって、移動層の許容

引抜力が十分確保されている

ような鉄筋補強土工において

は、理論上は法枠工が必要な

いことになる。しかし、表層

部の崩壊等の対策のため、プ

レート等の支圧板は最低限用

いる必要がある。

アンカー工頭部に受圧盤として法枠工が必要な場合は、移動層の許容引抜力が十分確保

できていないケースと、ロックボルト工を用いても抑止しきれない表層崩壊を防止するケ

ースが考えられる。

前者においても、不十分といえども移動層の引抜力は期待できるので、設計引張力その

ものが法枠工に作用するわけではないが、面的な抑止効果を十分発揮するためには、法面

工とロックボルト工頭部は一体化されていることが必要となる。

以上のように、研究成果を見渡しても、ロックボルト工の頭部処理は「一体化している

こと」で十分であり、グラウンドアンカー工のように自由長をもつ構造と同様の計算を行

う必要はない。

従って、図 2.2.に示されるような頭部処理の方法で十分と考えられる。すなわち、補強材

と法枠工が一体化できるのであれば、頭部を法枠工の中に埋め込む方法でも、法枠工の外

から支圧板を介して一体化する方法でも、いずれの方法でも問題はない。

　　　　　　図 2.1.補強材の補強原理
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図 2.2.補強材の頭部処理例（一体化させる方法）

『斜面・盛土補強土工法技術総覧』(1995)より引用
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３．まとめ

　1980 年代には、鉄筋補強土工法は特に計算を行わず、経験的手法で設計・施工され実

積を積んできた工法である。

1990 年代にはいって、鉄筋補強土工法が一般的に数多く適用されるようになってきて、

適切な工事費を算出するため便宜的な設計方法が用いられるようになった。この設計方法

は、フリーフレーム協会が書籍として出していた関係上、受圧盤として法枠工を用いる方

向性でまとめられたものであった。

実際には、受圧盤として法枠工が用いられる場合もあれば、モルタル吹付のみの場合も

あり、適用は「斜面の重要度」によりその都度判断され、使い分けられていた。

その後、補強土工法の効果の研究がおこなわれ、新しい設計方法が提案されるようにな

った。その際、剛な受圧盤（法枠工）を用いるケースについてもある程度規定されるよう

になった。ただし、その場合には、「鉄筋補強土工と法枠工が一体となること」が必要条件

であった。最新のＪＨ基準では、法枠工の外側からナット締めを行うことを原則とする、

とされているが、「一体化」が実現されるのであれば、特にそれにこだわる必要はないもの

と考えられる。

法枠の構造計算上は、ロックボルトを法枠内に埋め込んだ場合と、法枠の外側においた

場合では、「支圧板の押し抜きせん断」に違いが生じる。しかし、全周定着の鉄筋補強土工

で、自由長を持ち設計引張力が法枠工に直接作用するアンカー工と同様の計算を行うこと

自体に無理がある。

以上の点を総合的に考えると、ロックボルト工の頭部処理は、図 2.2.に示すような方法で

行われれば、特に問題はないものと考えられる。
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あとがき

　法枠工の構造計算自体が非常に便宜的に作られた設計手法であり、いろいろな矛盾を

抱えている。それをロックボルト工に適用すると、ロックボルト工が全周定着であること

から、さらに矛盾を大きくしている。

そのような矛盾があるとしても、便宜的に構造計算を行い、適切な工事費・工事量とす

ることの方が、全体の利益にかなう、という考え方で設計基準等は作られていると考えら

れる。

したがって、ロックボルト工の頭部処理工設計のような問題に関して、埋込むか、外側

におくかということは、本質的には意味のない議論である。一体化していればどちらでも

良い。

　また、仮に外付けでないと理論的に正しくないとすると、これまで施工されてきた数多

くのロックボルト付き法枠工は機能的に不十分なことになる。しかしこれまで、想定され

たすべり形状が正しい場合に、施工された対策工が破壊されたような例はない。これはア

ンカー付き法枠工でも同様であるが、実際にはかなり安全側の設計手法になっているもの

と考えられる。（ただし、すべり面形状やすべり機構の見誤りによる崩壊例はいろいろあ

る）
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資　料


